
― 1 ―



- 2 -

が増加したことなど、歳出は防災・減災対策や「Ｇメッセ群馬」整備などの投資的経費

が増加したことや、幼児教育・保育の無償化や高齢化の影響等により社会保障関係経費

が増加したことなどによるものである。

②歳入の状況

決算構成比は、県税（32.5％）、地方交付税（16.6％）、県債（16.1％）、国庫支出

金（12.3％）、地方消費税清算金（9.6％）の順であり、このうち、県税、地方交付

税、地方消費税清算金は前年度を下回ったが、県債、国庫支出金については増となった。

増減の主なものであるが、県税は、一部法人の業績が前年を下回ったことによる法人

の県民税及び事業税の減などにより、対前年度比で28億2,178万円（▲1.1％）の減とな

った。

地方特例交付金は、子ども・子育て支援臨時交付金が創設されたことなどにより、対

前年度比で17億7,033万円（+168.2％）の増となった。

地方譲与税は、企業業績の悪化に伴う地方法人特別譲与税の減などにより、対前年度

比で7億4,511万円(▲2.1％）の減となった。

国庫支出金は、防災・減災対策など必要な普通建設事業の増などにより、対前年度比

で74億7,926万円（+8.8％）の増となった。

県債は、普通建設事業等の財源として活用した県債の増や地方交付税制度を補完する

減収補てん債の皆増などにより、対前年度比で128億9,570万円（+11.9％）の増となっ

た。

自主財源（県税、分担金・負担金、使用料・手数料など）と依存財源（地方譲与税、

地方交付税、国庫支出金、県債など）の構成割合は50.0％対50.0％で、自主財源比率は

前年度より1.4ポイント低下した。

③歳出の状況

目的別の決算構成比は、教育費(22.0％)、健康福祉費(15.4％)、県土整備費(14.8％)、

公債費(13.4％)の順となった。前年度からの伸び率が高いものとしては、令和元年東日

本台風に係る事業の増などにより、災害復旧費が414.7%(+44億1,306万円)増加してい

る。

性質別では、義務的経費は、過去に発行した普通建設事業に係る公債費の減等により

公債費が対前年度比で20億4,952万円（▲2.0％）の減となったため、全体としては17億

9,062万円(▲0.5％)の減となった。投資的経費は、防災・減災対策や八ッ場ダム、「Ｇ

メッセ群馬」の整備に係る普通建設事業の増や令和元年東日本台風に係る災害復旧事業

の増などにより、対前年度比で240億1,441万円(+18.7％)の増となった。その他の経費

のうち積立金は、地域医療介護総合確保基金積立の減などにより、対前年度比で

30億5,368万円（▲37.8％）の減となった。

④県債現在高の状況

臨時財政対策債を除いた令和元年度末の県債現在高は7,134億9,272万円となり、前年

度末に比べ230億709万円増加した。

臨時財政対策債を含めた県債現在高は、１兆2,726億5,848万円となり、前年度末に比

べて292億1,966万円増加した。
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